
 

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会放射性物質対策部会 

作業グループ（食品分類等）における検討状況について 

―規制値設定対象核種及び食品分類についての検討（概要）― 

 

 ＜これまでの検討内容＞ 

○規制値設定対象核種の考え方について 

・測定機関や測定機器の数、測定に要する時間等の観点から、規制値は放射性

セシウム（セシウム１３４＋１３７）を対象として設定することが妥当であ

り、その他の放射性核種による影響は、食品中における放射性セシウムとの

比（スケーリングファクタ）を用いることによって考慮する。 

・環境中の放射性ヨウ素は既にかなり減尐していると考えられるが、まだ海草

で検出されており、取り扱いについて議論を行う必要がある。 

 

○検討のための情報について 

・スケーリングファクタは、原子力発電所からの放射性核種の放出状況や環境

モニタリングデータ、環境媒体（耕作地土壌、海水等）から農畜水産物への

放射性核種の移行挙動に関するこれまでの研究成果等によって導出される推

定値と、実際の食品中の各種の放射性核種濃度の実測値を組み合わせること

によって把握する必要がある。 

・特に海産物については、放射性核種の海洋に対する放出状況に関する情報が

尐ないことや、海洋中の挙動が元素によって異なること等から、実測値を得

ることが重要である。 

 

（資料３） 



○食品分類等について 

・食品加工（濃縮、除去、乾燥等）について、スケーリングファクタの変化の

観点から調査し、検討する必要がある。 

・ 食品形態と摂取量の関連性等について調査し、適切な食品分類と食品形態（乾

燥状態か水戻しした状態か等）について検討する必要がある。 

・調理等を経て最終的に摂取される形態についての検討が必要である。 

・食品分類等の議論は、線量評価グループと一緒に検討する。 

 

○その他 

・比較的短半減期の放射性核種は徐々に減尐すること等を考慮し、規制値を経

時的に変更する必要性についても検討する必要がある。 

・セシウムのエイジング効果（時間の経過に伴い土壌から農作物への移行係数

が小さくなる現象）についても考慮しておく必要がある。 

・これまでの食品衛生法における汚染物質の規制値の設定方法を参考にすべき

である。 

 

 

 ＜今後の検討事項＞ 

○検討対象とする放射性核種とスケーリングファクタについて 

・放射性核種のこれまでの放出状況及びモニタリングデータの整理と検討 

・環境中における放射性核種の移行挙動に関する研究のレビューと検討 

・食品中の放射性核種濃度の実測と評価 

・比較的短半減期（数十日から数年程度）の放射性核種の取扱いの検討 



・セシウムのエイジング効果（時間の経過に伴い土壌から農作物への移行係数

が小さくなる現象）等の考慮 

・上記検討による規制パターン案の作成 

（スケーリングファクタや安全係数の設定、時間経過に伴う変更の必要性、長

期的な監視の必要性等） 

 

○食品分類等について 

・食品加工（濃縮、除去、乾燥等）による放射性核種濃度の変化（スケーリン

グファクタの変化を含む）に関する検討 

・規制を行う食品形態に関する検討 

・食品分類と対象食品（尐量摂取食品に関する検討を含む）の検討 

 （線量評価グループと合同で検討） 
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